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開
催
日
は
、
直
後
の
開
庁

日
と
な
り
ま
す

　
農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進

法
で
の
農
地
の
貸
借
は
、
市

長
が
「
農
業
経
営
基
盤
の
強

化
の
促
進
に
関
す
る
基
本
的

な
構
想
」
に
基
づ
い
て
作
成

し
、
公
告
す
る
農
用
地
利
用

集
積
計
画
で
、
農
地
の
利
用

権
が
設
定
さ
れ
、
農
地
の
貸

借
が
で
き
ま
す
。

　
手
続
き
が
簡
単
で
、
安
心

し
て
農
地
の
貸
し
借
り
が
で

き
る
た
め
、
農
地
の
有
効
利

用
に
役
立
っ
て
い
ま
す
。

▽
農
地
法
第
３
条
の
許
可
は

不
要
で
す

▽
対
象
と
な
る
農
地
は
、
市

街
化
区
域
以
外
の
区
域
に

あ
る
農
地
で
す

▽
貸
借
の
期
間
は
１
年
以
上

で
す

▽
貸
し
借
り
の
期
間
が
満
了

し
た
と
き
は
、
無
条
件
で

農
地
が
返
還
さ
れ
ま
す

▽
引
き
続
き
貸
す
場
合
は
、

再
設
定
の
手
続
き
が
必
要

で
す
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農
地
を
耕
作
す
る
た
め
に

売
買
や
贈
与
、
貸
し
借
り
な

ど
を
す
る
場
合
は
、
農
業
委

員
会
の
許
可
（
農
地
法
第
３

条
）
が
必
要
で
す
。

①
農
地
法
第
３
条
の

許
可
基
準

　
次
の
事
項
に
該
当
す
る
と

き
は
、
許
可
さ
れ
な
い
場
合

が
あ
り
ま
す
。

▽
権
利
を
取
得
し
よ
う
と
す

る
者
（
ま
た
は
そ
の
世
帯

員
な
ど
）
が
、
取
得
後
、

全
て
の
農
地
に
つ
い
て
、

効
率
的
に
利
用
し
て
耕
作

す
る
と
認
め
ら
れ
な
い
場

合
▽
権
利
取
得
後
の
経
営
面
積

が
、
下
限
面
積
を
満
た
さ

な
い
場
合

▽
取
得
後
に
実
施
す
る
耕
作

事
業
の
内
容
な
ど
が
、
周

辺
の
農
地
利
用
に
支
障
を

生
じ
る
恐
れ
が
あ
る
と
認

め
ら
れ
る
場
合

▽
そ
の
他
、
農
地
法
第
３
条

の
許
可
基
準
を
満
た
さ
な

い
場
合

●
下
限
面
積

　
農
地
を
分
散
さ
せ
る
こ
と

は
、
農
業
生
産
力
の
増
進
や

農
地
の
効
率
的
利
用
な
ど
、

農
業
政
策
上
の
観
点
か
ら
好

ま
し
く
な
い
た
め
、
農
地
の

取
得
後
の
経
営
面
積
が
一
定

の
規
模
以
上
に
な
る
こ
と
が

定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

②
申
請
か
ら

許
可
ま
で
の
流
れ

　
毎
月
20
日
に
締
め
切
り
、

翌
月
５
日
に
開
催
す
る
農
業

委
員
会
で
審
議
し
、
許
可
の

可
否
を
決
定
し
ま
す
。

　
許
可
証
の
交
付
は
、
農
業

委
員
会
開
催
日
の
翌
開
庁
日

の
午
後
以
降
と
な
り
ま
す
。

＊
20
、5
日
が
土
・
日
曜
日
、

祝
日
の
と
き
は
、締
切
日
、

先
進
地
視
察
研
修

　
10
月
29
、
30
日
の
２
日
間
、

山
口
県
の
周
南
市
農
業
委
員
会

と
広
島
県
の
Ｊ
Ａ
交
流
広
場

「
と
れ
た
て
元
気
市
」
で
視
察

研
修
を
実
施
し
ま
し
た
。

　
周
南
市
農
業
委
員
会
は
、
平

成
15
年
４
月
に
２
市
２
町
の
合

併
で
新
農
業
委
員
会
と
な
り
、

新
た
な
活
動
を
し
て
い
ま
す
。

　
取
り
組
み
の
内
容
は
、
徳

山
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
か
ら
標
高 

２
０
０
㍍
の
高
さ
に
あ
る
農
地

な
ど
に
、ワ
サ
ビ
、茶
、ブ
ド
ウ
、

ナ
シ
、
山
芋
な
ど
の
標
高
に
適

し
た
農
作
物
を

栽
培
し
、
６
次

産
業
を
進
め
て

い
ま
す
。特
に
、

地
元
で
自
然
に

生
え
た
身
近
な

資
源
「
じ
ね
ん

じ
ょ
う
山
芋
」

を
、
特
産
品
と

し
て
日
本
一
の

ブ
ラ
ン
ド
に
す

る
と
い
う
思
い

は
素
晴
ら
し
い

も
の
で
す
。

　
ま
た
、
周
南

市
は
、
中
山
間

地
に
多
面
的
機

能
、
環
境
保
全

型
農
業
制
度
を

取
り
入
れ
た
こ

と
で
、
地
域
の

山
口
県
周
南
市
農
業
委
員
会
と
の
交
流

周南市と宗像市の農業委員会概要

山口県周南市の農業委員との交流会

　
10
月
21
日
に
「
宗
像

地
区
農
業
委
員
研
修

会
」
が
あ
り
、
宗
像
市

と
福
津
市
の
農
業
委
員

38
人
が
参
加
し
ま
し

た
。
宗
像
市
出
身
で
食

育
教
育
を
中
心
に
執
筆

講
演
さ
れ
「
森
の
新
聞

社
」
代
表
で
現
福
岡
教

育
大
学
非
常
勤
講
師
の

森
千
鶴
子
さ
ん
を
招

き
、「
今
後
の
農
業
、

農
村
の
あ
り
方
」
を

テ
ー
マ
に
話
し
て
も
ら

宗像市農業委員会では、管内の下限
面積を下表のように定めています。

地域 下限面積（㎡）

宗像全域
（大島、地島を除く） 5,000

宗像市大島、地島 1,000
　農業者は誰でも加入できま
す。しっかりと積み立て、安
心で豊かな老後を国が支えま
す。愛称は「担い手積立年金」。
老後の備えは国民年金プラス
農業者年金が基本です。年金
は家族一人一人について準備
することが大切です。

しっかり積み立て、
がっちりサポート
農業者年金

い
ま
し
た
。

　
現
在
、
後
継
者
も
な
く
高

齢
化
し
た
農
業
、
農
村
を
地

域
か
ら
学
ん
で
復
元
し
て
い

く
こ
と
に
つ
い
て
、
具
体

的
な
事
例
を
あ
げ
て
分
か

り
や
す
い
説
明
が
あ
り
ま

し
た
。

福津市の農業委員との合同研修会

調査項目 周南市 宗像市

市の概要（平成27年4月1日現在）
行政区域面積 656.32k㎡ 119.9k㎡
総人口 147,863人 96,486人
世帯数 67,533世帯 40,514世帯

農家の概要（2010年世界農林業センサス）

農家戸数 3,831戸 974戸
専業農家 558戸 253戸
第1種兼業 197戸 102戸
第2種兼業 1,171戸 335戸
時給農家 1,905戸 284戸

経営耕地の概要（2010年世界農林業センサス）

経営耕地面積 1,535ha 1,636ha
田 1,363ha 1,463ha
普通畑 118ha 109ha
樹園地 54ha 64ha

予算関係（平成27年度当初予算） 農業委員会歳出予算 51,317千円 13,377千円

農業委員・事務局関係

任期満了の時期 平成29年7月23日 平成28年3月31日
選挙区数 5選挙区 1選挙区
委員定数 32人 24人
公選委員 27人 18人
選任委員（1号） 3人 4人
選任委員（2号） 2人 2人

農業経営基盤強化促進法関係（平成26年） 利用権の設定 367件／1,131,804㎡ 947件／1,600,995㎡

認定農業者関係（平成27年3月31日現在）
認定農業者（個人） 58経営体 84経営体
認定農業者（法人） 15経営体 14経営体

共
同
活
動
や
営
農
活
動
が
持

続
し
て
い
ま
す
。

　
委
員
会
組
織
に
つ
い
て

は
、
女
性
の
農
業
委
員
が
全

国
的
に
少
な
い
中
、
周
南
市

農
業
委
員
会
で
は
27
人
中
7

人
が
女
性
で
、
約
26
％
と
高

い
割
合
を
占
め
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
女
性
委
員
の
多
様

な
活
動
（
地
産
地
消
、
食
育

教
育
、
６
次
産
業
化
）
が
、

地
域
農
業
の
活
性
化
と
と
も

に
消
費
者
の
農
へ
の
理
解
に

つ
な
が
っ
て
い
ま
す
。

宗
像
地
区
農
業
委
員
研
修

宗
像
地
区
農
業
委
員
研
修
会
の
開
催

耕
作
の
た
め
の
売
買
賃
貸

農
地
法
第
３
条
許
可

  

農
業
経
営

  

基
盤
強
化
促
進
法
で
の

  

貸
し
借
り


